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に注記として傍線を付するものとする。また、参考記載部分について改

正対象法令の規定の記載(引用)を省略する場合は、その箇所の改正後

欄に I [略J J 、改正前欄に I [向上J J と注記するものとする。

2 法令案の審査等

内閣法制局における法令案の審査(読み合わせを含む。)の対象は、改正規

定としての法的効力を有する部分であり、その余の改正対照表の参考記載部

分の正確性等については、これまでの新旧対照表の記載と同じように、各府

省庁においてそのチェックを行う。また、 改正対照表における参考記載部分

である改正対象法令の規定について他法令による改正が行われる場合等、当

該改正対照表における参考記載部分が改正時点での改正対象法令の内容を必

ずしも正確に表すものではないとしても 、 当該参考記載部分について改正等

は行わないものとする 。
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